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平成２８年度第２回府中市情報公開・個人情報保護審議会次第

平成２９年２月２日（木）午後２時～

府中市役所北庁舎５階会議室

会l開

２議題

（１）審議事項

ア収集禁止事項の収集について

イ本人以外からの収集の制限について

（２）報告事項

アイ固人｣盾。個人｣情報取扱事務届出の一覧について
＄

３その他

４閉会

１



豊
２８府`政広発第３１号

平成２９年１月１８日

府中市情報公開・個人情報保護審議会

会長加藤隆之様

府中市長高野律

個人情報の取扱いについて（諮問）

本市において、個人情報を取扱う事務のうち、府中市個人情報の保護

に関する条例第７条第２項第９号及び第８条の規定により、府中市情報

公開・個人情報保護審議会に諮問する事務は、別紙諮問事務一覧表に褐

げるとおりです。

つきましては、当該事務において、個人情報を本人以外から収集する

こと及び収集禁止事項を取扱うことの可否について、ご意見を答申くだ

さいますよう、お願い申しあげます。

２

】
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路間事務一覧表

条例第8条本文の規定により諮問する事務(収集禁止事項の収集）

条例第７条第２項第９号の規定により諮問する事務(本人以外からの収集の制限）

｡。

鰯
護
一

NＣ
個人情報を取り扱う
事務の名称

収集する収集禁止事項の対
象となる個人の範囲 収集する収集禁止事項 収集禁止事項を収集する理由 事務を所管する課

１
生活支援ヘルパー事
業 申請者 障害等の状況

本人の身体状況を正確に把握することで､適切な生活
支援サービスの提供1こつなげるため

介護保険課

２
高齢者ホームヘル
バー派遣事業

申請者
生活状況(日常生活動作。
曰常生活動作能力)、健康
管理状況

本人の身体状況を正確に把握することで､適切な生活
支援サービスの提供につなげるため

介護保険課

ＮＣ
個人情報を取り扱う
事務の名称

事務の対象と
なる個人の範囲

本人以外の収集先
本人以外から収集する

情報の内容
本人以外から
収集する理由

事務を所管する課

1

府中市立自転車駐車
場防犯カメラ設置及び
運用事務

防犯カメラの設置場所を通
過する者

防犯カメラ 容姿
施設の警備｡防犯体制を強
化するため

地域安全対策課

２

府中市郷土の森博物
館等防犯カメラ設置
及び運用事務

防犯カメラの設置場所を通
過する者

防犯カメラ 容姿
施設の警備･防犯体制を強
化するため

ふるさと文化財課

３
美術館防犯カメラ設
置及び運用事務

防犯カメラの設置場所を通
過する者

防犯カメラ 容姿
施設の警備｡防犯体制を強
化するため

美術館

４

介護予防推進セン
ター防犯カメラ設置及
び運用事務

防犯カメラの設置場所を通
過する者

防犯カメラ 容姿
施設の警備･防犯体制を強
化するため

高齢者支援課

５

府中市立特別養護老
人ホーム防犯カメラ設
置及び運用事務

防犯カメラの設置場所を通
過する者

防犯カメラ 容姿
施設の警備･防犯体制を強
化するため

高齢者支援課

６

子ども家庭支援セン
ター防犯カメラ設置及
び運用事務

防犯カメラの設置場所を通
適する者

防犯カメラ 容姿
施設の警備･防犯体制を強
化するため

子育て支援課



ｎF

ﾄロ

ＮＣ
個人情報を取り扱う
事務の名称

事務の対象と
なる個人の範囲 本人以外の収集先

本人以外から収集する
情報の内容

本人以外から
収集する理由

事務を所管する課

７

ボートレース平和島本
場等における防犯カメ
ﾗ設置及び運用事務

防犯カメラの設置場所を通
過する者 防犯カメラ 容姿

施設の警備･防犯体制を強
化するため

業務課

８

府中市立学校給食セ
ンター防犯カメラ設置
及び運用事務

防犯カメラの設置場所を通
過する者 防犯カメラ 容姿

施設の警備･防犯体制を強
化するため

学務保健課



資料2

府中市高齢者生活支援事業実施要綱

（目的）

第１在宅の一人暮らし高齢者等の自立した生活の継続を支援するため、家事援助を中

心とした生活援助員を派遣することにより、要介護状態を予防し日常生活の維持・推

進を図ることを目的とする。

（実施主体）

第２本事業の実施主体は、府中市とする。ただし、委託料の支払及び利用者からの費

用徴収に関する事務を除き事業の運営を社会福祉法人等に委託することができるも

のとする。

（派遣対象者）

第３生活援助員の派遣を受けることができる者は、府中市に居住し、住民基本台帳法

（昭和４２年法律第８１号）第５条に規定する住民基本台帳に記録されている６５歳

以上の者で、次に掲げる要件を満たすものとする。

（１）単身の世帯、６５歳以上の者のみで構成された世帯又は同居している家

族が長時間不在となる世帯に属する者であること。

（２）心身の機能が低下し日常生活を営むのに支障があり、日常生活の支援を必要とし

ていること。

（３）介護保険法（平成９年法律第１２３号）に基づくサービスを受けられないこと。

（派遣内容）

第４

（１）衣類の洗濯、補修

（２）住居等の掃除、整理整頓

（３）生活必需品の買い物

（４）通院、散歩等の付添い

（５）生活、身上に関する相談、助言

（６）その他の生活支援

（派遣回数等）

第５生活援助員の派遣回数は、原則として１週間当たり１回とする。

２生活援助員の派遣時間は、原則として生活援助員の派遣１回につき１．５時間以内

とする。

（派遣料金）

第６１時間あたり２，０００円とする。

（

５－



（費用負担）

第７

（１）原則１０％とする。

（２）費用の徴収については、予め決定した援助時間数に基づき、月単位で決定するも

のとする。

（費用負担の減額）

第８生活保護法による被保護世帯については免除とする。

（派遣対象者等の決定）

第９

（１）生活援助員の派遣を受けようとする者は、別に定める申出書を提出するものとす

る。

（２）申出があった場合は、速やかに派遣の要否を決定するものとする。

ただし、緊急を要すると府中市長が認める場合にあっては、この限りでない。

（３）派遣対象者に対する援助員派遣回数､時間数(実質援助時間数とする｡）及び派遣

内容は、当該高齢者の身体状況及び生活状況、世帯の状況等を調査し、充分検討し

たうえで決定すること。

（４）生活援助員の派遣を受けようとする者の利便を図るため､地域包括支援センター、

高齢者在宅サービスセンター等を経由して申出書を受理することができる。

（５）生活援助員の派遣対象者について、定期的に派遣継続の要否について見直しを行

うこと。

（生活援助員の選考）

第１０生活援助員は、次の要件を備えている者のうちから派遣実施者が選考するもの

とする。

なお、業務の内容からホームヘルパー等の資格は特に問わないものとする。

（１）心身ともに健康であること。

（２）高齢者福祉に関し、理解と熱意を有する者で、社会福祉協議会ボランティアセン

ターの登録会員、または、生活援助員研修を受講したもの。

（３）家事及び相談助言を適切に処理する能力を有すること。

（生活援助員の研修）

第１１生活援助員に対して、次のとおり派遣実施者が行うものとする。

（１）採用にあたっての採用時研修の実施

（２）年１回以上の定期研修の実施

（他の事業との一体的、効率的運用）

６



第１２府中市は、本事業の実施運営に当たり、心身障害者（児）ホームヘルプサービ

ス事業との一体的かつ効率的運営を行うとともに、他の在宅福祉事業及び介護保険給

付サービスとの連絡・調整を充分行い、事業を円滑に実施するものとする。

（その他）

第１３

（１）生活援助員は、その業務を行うにあたっては、高齢者の人格を尊重して行うとと

もに、当該高齢者の身上及び家庭に関して知り得た秘密を守らなくてはならない。

（２）生活援助員は、定められた活動時間は、その職務に専念しなければならない。

（３）府中市は、この事業を行うため、ケース記録、派遣決定調書、利用者負担金収入

簿、その他必要な帳簿を整理するものとする。

（４）府中市は、業務の適正な実施を図るため、委託先が行う業務の内容を定期的に調

査し、必要な措置を講ずるものとする。

（様式）

第１４この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。

付則

この要綱は、平成１２年４月１日から適用する。

付則

この要綱は、平成１３年４月１日から適用する。

付則（平成１９年３月２０日要綱第３１号）

この要綱は、平成１９年４月１日から施行する。ただし、題名の改正規定は、平成

１９年３月２０日から施行する。

付則（平成２０年３月２４日要綱第４１号）

１この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。

２この要綱による改正後の府中市高齢者生活支援事業実施要綱第５の規定は、平成

２０年４月１日以後の生活援助員の派遣について適用し、同日前の生活援助員の派遣

については、なお従前の例による。

付則（平成２３年３月９日要綱第１１号）

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

付則（平成２４年６月１９日要綱第６４号）

この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。

付則（平成２８年１月１９日要綱第１１号）

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。

７



平成年月日

生活援助員派遣申出書

府中市長

申込者

（電話番号 ）

寸象者との関係（ ）

次のとおり、生活援助員の派遣について、関係書類を添えて申し出ます。

世帯の状況（該当する項目に○をつけてください｡）

□高齢者ひとり暮らしのため

□高齢者のみ世帯のため

□同居家族が長時間に渡り不在等の世帯のため

□その他（具体的に）

１

２利用者本人の状況

性別

３支援が必要な日常生活の状況（具体的に記入ください｡）

４障害等の状況（該当する場合、項目に記入ください｡）

□身体障害者手帳（種級、障害名

□精神障害者保健福祉手帳（級）

□愛の手帳（度）

）

８

氏名（フリガナ） 性別 住所

男・女

生年月日 電話 かかりつけ医療機関等

明・大・昭（満歳）

年月日
（）



５希望するサービス内容等（希望するサービスに○をお付けください｡）

□衣類の洗濯、補修□住居等の掃除、整理整頓

□生活必需品の買い物□通院、散歩等の付添い

□生活、身上に関する相談、助言□その他の生活支援

６希望する曜日と時間（原則１週間当たり１回・１．５時間）

７家族等の状況

筐
８利用料納付書の送付先

９緊急連絡先

氏名（続柄）

（

電話（１）

住所連
絡
先
１

）

電話（２）

氏名（続柄）

（

電話（１）

住所連
絡
先
２

）

電話（２）

介護サービス計画作成に必要なため、住民基本台帳を確認し、府中市および市内地

域包括支援センターに常備する高齢者福祉台帳に上記の内容を登録し、居宅介護支援

事業者、居宅サービス事業者または介護保険施設の関係人に提示することに同意しま

す。

氏名

９

曜日 時間数 時間帯

曜日 時間 ：～：

曜日 時間 ：～：

氏名 続柄 生年月日 性別 就労の状況 居所の別

年月日 男･女 常勤・パート・自営 同居・別居

年月日 男･女 常勤・パート・自営 同居・別居

年月日 男･女 常勤・パート・自営 同居・別居

年月日 男･女 常勤・パート・自営 同居・別居

氏名 続柄 郵便番号 住所 電話

生活保護費受給の有無有.無 ケースワーカー確認印



府中市高齢者ホームヘルパー派遣事業実施要綱

平成２０年９月１９日

一要綱第１０６号

（趣旨）

第１条この要綱は、生活支援を必要とする７５歳以上の高齢者を支援するため

の高齢者ホームヘルパー派遣事業（以下「事業」という｡）を実施することにつ

いて必要な事項を定めるものとする。

（事業の内容）

第２条事業の内容は、高齢者世帯にホームヘルパーを派遣し、次に掲げる支援

を行うこととする。

’１１生活又は身上に関する相談

（2｜ごみ出し

’３１庭等の手入れ

’４１散歩、理髪又は買い物の付添い

’５１服用薬の管理

’６１電球の交換

’7）カーテンの取付け又は簡易な窓拭き

’８１前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める支援

（利用対象者）

第３条事業を利用することができる者は、次に掲げる要件をすべて満たす者と

する。

(1)市内に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第５条に規定

する住民基本台帳に記録されていること。

（２）７５歳以上の者だけで構成される世帯（７５歳以上の者１人で構成される

世帯を含む｡）に属していること。

（３１市民税の非課税世帯又は生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）の規定

による被保護世帯に属していること。

’４１前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めること。

（利用回数等）

第４条事業を利用することができる回数は、１週間につき１回とする。

２事業を利用することができる時間は、２時間以内とする。

３事業は、府中市高齢者生活支援事業実施要綱の規定による生活援助員の派遣

１０



と連続して利用することができない。

（利用料）

第５条事業の利用料は、１時間につき３００円とする。ただし、１時間を超過

した場合においては、当該１時間当たりの利用料に３０分につき１５０円を

加算した額とする。

２前項の規定にかかわらず、生活保護法の規定による被保護世帯に属する者に

係る事業の利用料は、無料とする。

３第１項の利用料は､利用した月ごとに指定日までに納付しなければならない。

（利用の申込み）

第６条事業を利用しようとする者は、申込書により市長に申し込まなければな

らない。

２前項の場合において、申込者が同項の規定による申込みを自らすることが困

難であるときは、市長が適当と認める者が当該申込者に代わり当該申込みを行

うことができる。

（利用の決定）

第７条市長は、前条の規定による申込みがあったときは、その内容を審査した

うえ、事業の利用の可否を決定し、通知書により、当該申込者に通知するもの

とする。

（利用の取消し等）

第８条市長は、前条の規定により事業の利用を決定した者（以下「利用決定者」

という｡）が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、当該利用を取り消

すことができる。

（１）死亡したとき。

（２）第３条各号に掲げる要件に該当しなくなったとき。

（３）偽りその他不正な行為により事業の利用の決定を受けたとき。

（４）前３号に掲げるもののほか、事業の利用が不適当であると市長が認めると

き。

２市長は、前項の規定により事業利用を取り消したときは、通知書により、当

該利用者に通知するものとする。

（利用変更等の届出）

第９条利用決定者は、次の各号のいずれかに該当するときは、届出書により、

速やかに市長に届け出なければならない。

１１



（１）住所を変更しようとするとき。

（２）第３条各号に掲げる要件に該当しなくなったとき。

（３）事業の利用を一時的に中止し、又は再開しようとするとき。

（４）前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認めるとき。

（事業の委託）

第１０条事業は、社会福祉法人等に委託して実施することができる。

（様式）

第１１条この要綱の施行について必要な様式は、別に定める。

（雑則）

第１２条この要綱に定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

付則

この要綱は、

平成２０年９月１９日から施行する。

(平成２４年６月１９日要綱第６４号）

平成２４年７月９日から施行する。

(平成２５年３月１５日要綱第１２号）

平成２５年４月１日から施行する。

●
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第６号様式
年月日

高齢者ホームヘルパー派遣事業申請者調査･計画表

記入事業者・

記入担当者
支援センター

く１＞基本項目

住所申請者氏名

三二三!~麺侈鶏麩L雫重ｕ勤董ｕ介護保険申請
生活保護

く２＞生活状況

(1)ＡＤＬ(サービス利用要件）
備考

2ポイント以上必要合計＝〉

(2)IADL（サービス利用要件）

ハイント０ポイント１ポイント２ポイント

できる不十分てきない

てきる不十分てきない

る、分ナ、
、ノ、

＜３＞社会的活動状況(サービス利用要件）

1ポイント以上必要

派遣に関する意見

□＜２＞(1)．＜２＞(2)．＜３＞のポイント要件をｺﾆﾆﾐｴ満たすため派遣を必要と認める

□＜２＞(1).＜２＞(2).＜３＞のポイント要件を満たさないため派遣を必要と認めない

＜４＞

派遣の方法

□当支援センターの(登録)ホームヘルパーを派遣する

□民間事業所のホームヘルパーを派遣する

（派遣事業者

＜５＞

）

裏面もあります

１３

ポイント 0ポイント 1ポイント 2ポイント 備考

掃除 できる 不十分 できない

洗濯 できる 不十分 できない

買物 できる 不十分 できない

調理 できる 不十分 できない

金銭管理 できる 不十分 できない

合計小計

ポイント ０ポイント 1ポイント

対人関係 近所の人との交流

別居家族･親戚との交流

あり（）

あり（）

なし

なし

外出状況 日中家ですごす
買物､散歩､通院等一人で外出する

なし

あり（）

あり（）

なし

合計



く６＞健康管理状況

く７＞週間計画表

＜８＞援助計画

□生活･身上相談□ごみ出し□庭等の手入れ

□散歩､理髪･買物の付添い□服用薬の管理

□電球の交換□カーテンの取付け･簡易な窓拭き
□その他市長が必要と認める支援（ ）

問題点･援助目標等

く９＞生活歴､趣味その他生活状況等

１４－

現病歴．

既往歴等 なし あり

脳卒中･心筋梗塞･ぜんそく･糖尿病･高血圧･白内障
骨粗しよう症･腰痛･慢性関節ﾘウマチ
その他（ ）

かかりつけ医 なし あり（）

通院等 なし あり（）

身体状況 問題なし問題あり（）

視力 問題なし 弱視 全盲 備考（ ）

聴力 問題なし やや難｝ 難聴 備考（ ）

意思疎通 1．問題なし２家族など'|賞れた人ならば問題ない

3.慣れた人でも意思疎通困難

精神状 問題なし問題あり（）

時間 月 火 水 木 金 士 日

０
０
０
０

０
０
０
０

●
●

●
●

■
■

●
●

９
２
５
７

１
１

１

００
●
●

９

０
０
０

０
０
０

■
●

●
●

●
●

２
５
７

１
１

１

備考



府中市立自転車駐車場防犯カメラの設置及び管理運用に関する取扱基準

（趣旨）

第１条この基準は、府中市立自転車駐車場（以下「自転車駐車場」という｡）における防

犯カメラの設置及び管理運用に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条この基準において、次に掲げる用語の意義は､それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

（１）防犯カメラ犯罪の予防を目的として不特定の者が出入りする場所を撮影するため、
自転車駐車場に設置する映像撮影装置で、映像表示及び映像記録の機能を有する

もの（犯罪の予防を副次的な目的としているものを含む｡）をいう。

（２）映像防犯カメラにより撮影された映像であって、当該映像から特定個人を識別する
ことができるものをいう。

（３）映像データ映像を電磁的媒体に記録した情報をいう。

（４）記録装置映像を電磁的媒体に記録する装置をいう。

（５）電磁的媒体電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によって認識することができな

い方式で記録されるための媒体をいう。

（職員の責務）

第３条職務上、映像データの内容を知り得る職員（施設の管理運営に係る業務に従事する

者を含む。以下｢職員｣という｡）は、この基準に基づき防犯カメラの適正な運用に努めな

ければならない。

２職員は、映像データの内容を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も、同様とする。

（管理責任者の設置）

第４条防犯カメラの適正な管理運用を図るため、防犯カメラの管理責任者（以下｢管理責

任者｣という｡）を置く。

２管理責任者は、地域安全対策課長の職にある者をもって充てる。

（管理責任者の責務）

第５条管理責任者は､この基準に基づき防犯カメラの適正な管理運用を図らなければなら

ない。

２管理責任者は、防犯カメラの管理運用に関する業務を委託する場合は、この基準に基づ

く責務を当該受託者に遵守させなければならない。

（防犯カメラの設置に関する表示）

第６条管理責任者は、府中市立自転車駐車場内の見やすい場所に、防犯カメラが設置され

ている旨を表示するものとする。

（記録装置の設置に係る措置）

第７条管理責任者は、記録装置の設置場所について、管理責任者の許可を受けた者以外の
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立入りを禁止する等の措置を講ずることにより、映像データの漏えい防止に努めなければ

ならない。

（防犯カメラの作動時間）

第８条防犯カメラの作動時間は、２４時間とする。

（映像データの保管方法）

第９条管理責任者は、映像データを記録した電磁的媒体を保管する場合は、当該電磁的媒

体を施錠のできるキャビネット等に保管し、粉失、盗難、散逸等の防止を図らなければな

らない。

２管理責任者は､次条に規定する映像データの保存期間が経過した後は速やかに当該映像

データの消去､又は当該映像データを記録した電磁的媒体の破砕等の処理を行わなければ

ならない。

（映像データの保存期間）

第１０条映像データの保存期間は、次に掲げる場合を除き、原則として７日間とする。

（１）捜査機関から犯罪捜査の目的による保存期間の延長の要請を受けた場合

（２）前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場合

（映像データの管理等）

第１１条前２条に定めるもののほか、映像データの管理、利用、提供等に関する事項は、

府中市個人情報の保護に関する条例（平成１５年６月府中市条例第８号）に定めるところ

による。

（雑則）

第１２条この基準の定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この基準は、平成２９年１月５日から施行する。
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府中市郷士の森博物館等防犯カメラの設置及び管理運用に関する取扱基準

（趣旨）

第１条この基準は、府中市郷士の森博物館及びふるさと府中歴史館並びに、国史跡武蔵府

中熊野神社古墳展示館（以下「郷士の森博物館等」という｡）における防犯カメラの設置

及び管理運用に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条この基準において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

（１１防犯カメラ犯罪の予防を目的として不特定の者が出入りする場所を撮影するため、

郷土の森博物館等に設置する映像撮影装置で、映像表示及び映像記録の機能を有するも

の（犯罪の予防を副次的な目的としているものを含む｡）をいう。

（２１映像防犯カメラにより撮影された映像であって、当該映像から特定個人を識別する

ことができるものをいう。

(3)映像データ映像を電磁的媒体に記録した情報をいう。

（４）記録装置映像を電磁的媒体に記録する装置をいう。

（５）電磁的媒体電子的方式､磁気的方式その他人の知覚によって認識することができな

い方式で記録されるための媒体をいう。

（職員の責務〉

第３条職務上、映像データの内容を知り得る職員（施設の管理運営に係る業務に従事する

者を含む。以下｢職員｣という｡）は、この基準に基づき防犯カメラの適正な運用に努めな

ければならない。

２職員は、映像データの内容を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も同様とする。

（管理責任者の設置）

第４条防犯カメラの適正な管理運用を図るため、防犯カメラの管理責任者（以下｢管理責

任者｣という｡）を置く。

２管理責任者は、郷士の森博物館等の長の職にある者をもって充てる。

（管理責任者の責務）

第５条管理責任者は､この基準に基づき防犯カメラの適正な管理運用を図らなければなら

ない。

２管理責任者は、防犯カメラの管理運用に関する業務を委託する場合は、この基準に基づ

く責務を当該受託者に遵守させなければならない。

（防犯カメラの設置に関する表示）

第６条管理責任者は、郷士の森博物館等の見やすい場所に、防犯カメラが設置されている

旨を表示するものとする。
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（記録装置の設置に係る措置）

第７条管理責任者は、記録装置の設置場所について、管理責任者の許可を受けた者以外の

立入りを禁止する等の措置を講ずることにより、映像データの漏えい防止に努めなければ

ならない。

（防犯カメラの作動時間）

第８条防犯カメラの作動時間は、２４時間とする。

（映像データの保管方法）

第９条管理責任者は、映像データを記録した電磁的媒体を保管する場合は、当該電磁的媒

体を施錠のできるキャビネット等に保管し、粉失、盗難、散逸等の防止を図らなければな

らない。

２管理責任者は､次条に規定する映像データの保存期間が経過した後は速やかに当該映像

データの消去､又は当該映像データを記録した電磁的媒体の破砕等の処理を行わなければ

ならない。

（映像データの保存期間）

第１０条映像データの保存期間は、次に掲げる場合を除き、原則として１ヶ月間とする。

(1)捜査機関から犯罪捜査の目的による保存期間の延長の要請を受けた場合

（２）前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場合

（映像データの管理等）

第１１条前２条に定めるもののほか、映像データの管理、利用、提供等に関する事項は、

府中市個人情報の保護に関する条例（平成１５年６月府中市条例第８号）に定めるところ

による。

（雑則）

第１２条この基準の定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この基準は、平成２８年１２月１日から施行する。
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⑮＝ふるさと府中歴史館防犯カメラ設置場所
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府中市美術館防犯カメラの設置及び管理運用に関する取扱基準

（趣旨）

第１条この基準は、府中市美術館における防犯カメラの設置及び管理運用に関し、必要な

事項を定めるものとする。

（定義）

第２条この基準において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

’1）防犯カメラ犯罪の予防を目的として不特定の者が出入りする場所を撮影するため、

府中市美術館に設置する映像撮影装置で、映像表示及び映像記録の機能を有するもの

（犯罪の予防を副次的な目的としているものを含む｡）をいう。

(2)映像防犯カメラにより撮影された映像であって、当該映像から特定個人を識別する

ことができるものをいう。

’３１映像データ映像を電磁的媒体に記録した情報をいう。

（４１記録装置映像を電磁的媒体に記録する装置をいう。

’５１電磁的媒体電子的方式､磁気的方式その他人の知覚によって認識することができな

い方式で記録されるための媒体をいう。

（職員の責務）

第３条職務上、映像データの内容を知り得る職員（施設の管理運営に係る業務に従事する

者を含む。以下｢職員｣という｡）は、この基準に基づき防犯カメラの適正な運用に努めな

ければならない。

２職員は、映像データの内容を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も同様とする。

（管理責任者の設置）

第４条防犯カメラの適正な管理運用を図るため、防犯カメラの管理責任者（以下｢管理責

任者｣という｡）を置く。

２管理責任者は可府中市美術館副館長の職にある者をもって充てる。

（管理責任者の責務）

第５条管理責任者は､この基準に基づき防犯カメラの適正な管理運用を図らなければなら

ない。

２管理責任者は、防犯カメラの管理運用に関する業務を委託する場合は、この基準に基づ

く責務を当該受託者に遵守させなければならない。

（防犯カメラの設置に関する表示）

第６条管理責任者は、府中市美術館の見やすい場所に、防犯カメラが設置されている旨を

表示するものとする。
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（記録装置の設置に係る措置）

第７条管理責任者は､記録装置の設置場所について、管理責任者の許可を受けた者以外の

立入りを禁止する等の措置を講ずることにより、映像データの漏えい防止に努めなければ

ならない。

（防犯カメラの作動時間）

第８条防犯カメラの作動時間は、２４時間とする。

（映像データの保管方法）

第９条管理責任者は、映像データを記録した電磁的媒体を保管する場合は、当該電磁的媒

体を施錠のできるキャビネット等に保管し、粉失、盗難、散逸等の防止を図らなければな

らない。

２管理責任者は､次条に規定する映像データの保存期間が経過した後は速やかに当該映像

データの消去､又は当該映像データを記録した電磁的媒体の破砕等の処理を行わなければ

ならない。

（映像データの保存期間）

第１０条映像データの保存期間は、次に掲げる場合を除き、原則として、１ヶ月間以上ま

たは、電磁的媒体の容量を超え自動上書きにより消去されるまでとする。

(1)捜査機関から犯罪捜査の目的による保存期間の延長の要請を受けた場合

’2）前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場合

（映像データの管理等）

第１１条前２条に定めるもののほか、映像データの管理、利用、提供等に関する事項は、

府中市個人情報の保護に関する条例（平成１５年６月府中市条例第８号）に定めるところ

による。

（雑則）

第１２条この基準の定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この基準は、平成２９年１月１１日から施行する。
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府中市美術館防犯カメラ設置位置図
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府中市美術館防犯カメラ設置位置図
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府中市立介護予防推進センター防犯カメラの設置及び管理運用に関する取扱基準

（趣旨）

第１条この基準は、府中市立介護予防推進センター（以下「推進センター」という｡）に

おける防犯カメラの設置及び管理運用に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条この基準において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

（１）防犯カメラ犯罪の予防を目的として不特定の者が出入りする場所を撮影するため、

推進センターに設置する映像撮影装置で、映像表示及び映像記録の機能を有するもの

（犯罪の予防を副次的な目的としているものを含む｡）をいう。

（２）映像防犯カメラにより撮影された映像であって､当該映像から特定個人を識別する

ことができるものをいう。

（３）映像データ映像を電磁的媒体に記録した情報をいう。

(4)記録装置映像を電磁的媒体に記録する装置をいう。

’５１電磁的媒体電子的方式､磁気的方式その他人の知覚によって認識することができな

い方式で記録されるための媒体をいう。

（職員の責務）

第３条職務上、映像データの内容を知り得る職員（施設の管理運営に係る業務に従事する

者を含む。以下｢職員｣という｡）は、この基準に基づき防犯カメラの適正な運用に努めな

ければならない。

２職員は、映像データの内容を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も、同様とする。

（管理責任者の設置）

第４条防犯カメラの適正な管理運用を図るため、防犯カメラの管理責任者（以下｢管理責

任者｣という｡）を置く。

２管理責任者は、高齢者支援課長の職にある者をもって充てる。

（管理責任者の責務）

第５条管理責任者は､この基準に基づき防犯カメラの適正な管理運用を図らなければなら

ない。

２管理責任者は、防犯カメラの管理運用に関する業務を委託する場合は、この基準に基づ

く責務を当該受託者に遵守させなければならない。

（防犯カメラの設置に関する表示）

第６条管理責任者は、推進センター内の見やすい場所に、防犯カメラが設置されている旨

を表示するものとする。

（記録装置の設置に係る措置）

第７条管理責任者は、記録装置の設置場所について、管理責任者の許可を受けた者以外の

－２７



立入りを禁止する等の措置を講ずることにより、映像データの漏えい防止に努めなければ

ならない。

（防犯カメラの作動時間）

第８条防犯カメラの作動時間は、２４時間とする。

（映像データの保管方法）

第９条管理責任者は、映像データを記録した電磁的媒体を保管する場合は、当該電磁的媒

体を施錠のできるキャビネット等に保管し、粉失、盗難、散逸等の防止を図らなければな

らない。

２管理責任者は､次条に規定する映像データの保存期間が経過した後は速やかに当該映像

データの消去､又は当該映像データを記録した電磁的媒体の破砕等の処理を行わなければ

ならない。

（映像データの保存期間）

第１０条映像データの保存期間は、次に掲げる場合を除き、原則として７日間とする。

（１）捜査機関から犯罪捜査の目的による保存期間の延長の要請を受けた場合

（２）前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場合

（映像データの管理等）

第１１条前２条に定めるもののほか、映像データの管理、利用、提供等に関する事項は、

府中市個人情報の保護に関する条例（平成１５年６月府中市条例第８号）に定めるところ

による。

（雑則）

第１２条この基準の定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この基準は、平成２９年１月６日から施行する。
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府中市立特別養護老人ホーム防犯カメラの設置及び管理運用に関する取扱基準（案）

（趣旨）

第１条この基準は､府中市立特別養護老人ホーム条例(平成３年９月府中市条例第１８号）

第２条に規定する特別養護老人ホーム（以下「特別養護老人ホーム」という｡）における

防犯カメラの設置及び管理運用に関し、必要な事項を定めるものとする。

（定義）

第２条この基準において、次に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところに

よる。

（１）防犯カメラ犯罪の予防を目的として不特定の者が出入りする場所を撮影するため、

特別養護老人ホームに設置する映像撮影装置で､映像表示及び映像記録の機能を有する

もの（犯罪の予防を副次的な目的としているものを含む｡）をいう。

（２）映像防犯カメラにより撮影された映像であって､当該映像から特定個人を識別する

ことができるものをいう。

（３）映像データ映像を電磁的媒体に記録した情報をいう。

（４）記録装置映像を電磁的媒体に記録する装置をいう。

（５１電磁的媒体電子的方式､磁気的方式その他人の知覚によって認識することができな

い方式で記録されるための媒体をいう。

（職員の責務）

第３条職務上、映像データの内容を知り得る職員（施設の管理運営に係る業務に従事する

者を含む。以下｢職員｣という｡）は、この基準に基づき防犯カメラの適正な運用に努めな

ければならない。

２職員は、映像データの内容を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も、同様とする。

（管理責任者の設置）

第４条防犯カメラの適正な管理運用を図るため、防犯カメラの管理責任者（以下｢管理責

任者｣という｡）を置く。

２管理責任者は、高齢者支援課長の職にある者をもって充てる。

（管理責任者の責務）

第５条管理責任者は､この基準に基づき防犯カメラの適正な管理運用を図らなければなら

ない。

２管理責任者は、防犯カメラの管理運用に関する業務を委託する場合は、この基準に基づ

く責務を当該受託者に遵守させなければならない。

（防犯カメラの設置に関する表示）

第６条管理責任者は、府中市立特別養護老人ホーム内の見やすい場所に、防犯カメラが設

置されている旨を表示するものとする。

（記録装置の設置に係る措置）
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第７条管理責任者は、記録装置の設置場所について、管理責任者の許可を受けた者以外の

立入りを禁止する等の措置を識ずることにより、映像データの漏えい防止に努めなければ

ならない。

（防犯カメラの作動時間）

第８条防犯カメラの作動時間は、２４時間とする。

（映像データの保管方法）

第９条管理責任者は、映像データを記録した電磁的媒体を保管する場合は、当該電磁的媒

体を施錠のできるキャビネット等に保管し、粉失、盗難、散逸等の防止を図らなければな

らない。

２管理責任者は､次条に規定する映像データの保存期間が経過した後は速やかに当該映像

データの消去､又は当該映像データを記録した電磁的媒体の破砕等の処理を行わなければ

ならない。

（映像データの保存期間）

第１０条映像データの保存期間は、次に掲げる場合を除き、原則として３０日間とする。

（１）捜査機関から犯罪捜査の目的による保存期間の延長の要請を受けた場合

(2)前号に掲げるもののほか、市長が特に必要があると認める場へⅧロ

（映像データの管理等）

第１１条前２条に定めるもののほか、映像データの管理、利用、提供等に関する事項は、

府中市個人情報の保護に関する条例（平成１５年６月府中市条例第８号）に定めるところ

による。

（雑則）

第１２条この基準の定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この基準は、平成２９年 日から施行する。月
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府中市立特別養護老人ホームあさひ苑における防犯設備設置概要
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府中市子ども家庭支援センター防犯カメラの設置及び管理運用に関する取扱基準

（趣旨）

第１この基準は、法令に定めるもののほか、府中市子ども家庭支援センター（以下「支援

センター」という｡）における防犯カメラの設置及び管理運用に関し、必要な事項を定め

るものとする。

（定義）

第２この基準における用語の定義は、次の各号に掲げる事項のとおりとする。

（１）防犯カメラ

犯罪の予防を目的として不特定の者が出入りする場所を撮影するため､支援センター

に設置する映像撮影装置で、映像表示及び映像記録の機能を有するもの（犯罪の予防を

副次的な目的としているものを含む｡）をいう。

（２）映像

防犯カメラにより撮影された映像であって､当該映像から特定個人を識別することが

できるものをいう。

（３）映像データ

映像を電磁的媒体に記録した情報をいう。

（４）記録装置

映像を電磁的媒体に記録する装置をいう。

（５）電磁的媒体

電子的方式､磁気的方式、その他人の知覚によって認識することができない方式で記

録されるための媒体をいう。

（職員の責務）

第３職務上、映像データの内容を知り得る職員（施設の管理運営に係る業務に従事する者

を含む。以下｢職員｣という｡）は、この基準に基づき防犯カメラの適正な運用に努めなけ

ればならない。

２職員は、映像データの内容を第三者に知らせ、又は不当な目的に利用してはならない。

その職を退いた後も、同様とする。

（管理責任者の設置）

第４防犯カメラの適正な管理運用を図るため、防犯カメラの管理責任者（以下｢管理責任

者｣という｡）を置く。

２管理責任者は、子ども家庭支援センター所長の職にある者をもって充てる。

（管理責任者の責務）

第５管理責任者は､この基準に基づき防犯カメラの適正な管理運用を図らなければならな

い。

２管理責任者は、防犯カメラの管理運用に関する業務を委託する場合は、この基準に基づ

く責務を当該受託者に遵守させなければならない。
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（防犯カメラの設置に関する表示）

第６管理責任者は､防犯カメラが設置されている旨を支援センターに表示するものとする。

（記録装置の設置に係る措置）

第７管理責任者は、記録装置の設置場所について、管理責任者の許可を受けた者以外の立

入りを禁止する等の措置を講ずることにより、映像データの漏えい防止に努めなければな

らない。

（防犯カメラの作動時間）

第８防犯カメラの作動時間は、２４時間とする。

（映像データの保管及び消去）

第９管理責任者は、映像データの記録を電磁的媒体で行う場合は、当該電磁的媒体を電気

錠での施錠及び機械警備の可能な場所に設置し、粉失、盗難、散逸等の防止を図らなけれ

ばならない。

第１０映像データの保存期間は原則として３０日間とし､管理責任者は映像データの保存期

間が経過した後は速やかに当該映像データの消去､若しくは当該映像データを記録した電

磁的媒体の破砕等の処理を行わなければならない。

２前項の規定にかかわらず､捜査機関から犯罪捜査の目的による保存期間の延長の要請を

受けた場合や、その他市長が特に必要があると認める場合には、３０日を超えて映像デー

タを保管することができるものとする。

（映像データの管理等）

第１lこの基準に定めるもののほか、映像データの管理、利用及び提供等に関する事項は、

府中市個人情報の保護に関する条例（平成１５年６月２０日条例第８号）に定めるところ

による。

（雑則）

第１２この基準の定めるもののほか必要な事項は、別に定める。

付則

この基準は、平成２８年１２月２７日から施行する。

３５






















































































































